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厚労省が「厚生年金加入状況」について緊急調査を実施へ

 	 発端は「平成26 年国民年金
被保険者実態調査結果」

厚 生 労 働 省 が 昨 年 12 月2 5
日 に 公 表 し た 国 民 年 金 被 保 険
者 実 態 調 査 の「 参 考：厚 生 年
金 保 険 の 適 用 に か か る 粗 い 推
計 」に て、国 民 年 金 第 1 号 被 保
険 者 の 就 業 状 況 を 基 に、厚 生
年 金 の 適 用 の 可 能 性 が あ る 者
が、法 人 で 約180 万 人 、個 人 経
営 の 事 業 所 で 約 20 万 人、合 計
約2 00 万人程度いる こ と が 、初
めて具体的に示さ れ ま し た 。

2 0 ～30 代 の 若 年 層 の 割 合
が 高 か っ た こ と か ら 、将 来 、低
年 金・無 年 金 に 陥 る 可 能 性 が
あ る と し て 問 題 視 さ れ る こ と
となりました。

 	 厚生年金加入指導は 
より厳しく？

現 在、加 入 指 導 は、国 土 交 通
省 と 厚 生 労 働 省 が 取 り 組 む 建
設 業 の 社 会 保 険 加 入 促 進 や 算
定 基 礎 届 の 提 出 時 期 に 行 わ れ
る 年 金 事 務 所 の 定 時 決 定 時 調
査 、国 税 庁 か ら 提 供 を 受 け た
デ ー タ に 基 づ く も の な ど に よ
り行われています 。

指 導 に よ り 適 用 事 業 所 と
な っ た 事 業 所 数 も 、平 成 2 4
年 度 約8,000 件、2 5 年 度 1 万
9,0 99 件、26 年 度 3 万 9,70 4 件
と 増 加 し て い ま す。27 年 も4

月 か ら 11 月 末 ま で の 間 に6 万
3,000 事 業 所 が 加 入 指 導、適 用
を 受 けています。

今 後 は、3 月 頃 に 国 税 庁 か ら
法 人 番 号 を 添 え た 法 人 情 報 の
提 供 を 受 け 、約79 万 事 業 所 に
調 査 票 を 送 付 し、従 業 員 数 や
労 働 時 間 等 を 確 認 し て 実 態 把
握 に 当 た る と し て い ま す（2
月 5 日 衆 議 院 予 算 委 員 会 塩 崎
厚 生 労働大臣答弁）。

 	 パートの適用漏れは 
特に注意

各 種 報 道 に 限 ら ず、未 加 入 事
業 所 に 厳 し い 姿 勢 で 臨 む べ き

との声があります。
今 年1 月26 日 の 安 倍 首 相 の

国 会 答 弁 で は「 厚 生 年 金 等 に
加 入 し て い な い こ と を も っ て
事 業 所 名 を 公 表 す る 考 え は な
い 」と し て い ま す が、今 年10
月 か ら の 一 部 の パ ー ト 労 働 者
等 へ の 社 会 保 険 適 用 拡 大 も あ
り、適 正 に 加 入 さ せ て い る か
が よ り 厳 密 に 調 査 さ れ る 可 能
性があります。

年 金 事 務 所 の 定 時 決 定 時
調 査 で は、適 用 要 件 を 満 た す
パ ー ト 等 の 加 入 漏 れ が 多 く 指
摘 さ れ て い る こ と か ら、調 査
の 有 無 に 関 わ ら ず、自 社 の 加
入 状 況 を 確 認 す る こ と が 大 切
です。
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重要改正事項目白押し！ 雇用保険法等の改正で実務はどう変わる？

 	 1 月下旬に国会上程

「 雇 用 保 険 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 」が1 月29 日 に 国 会 に 上 程 さ れ ま し た。こ れ に よ り、雇 用 保 険
法 、男女雇用機会均 等 法 、育 児 ・介 護 休 業 法 等の改正が予定されています。

雇 用 保 険 の 適 用 対 象 者 が 拡 大 さ れ る な ど、企 業 に と っ て 影 響 の あ る 改 正 に な り ま す。具 体 的 な 改 正 事
項 として下記の項目 が 盛 り 込 ま れ て い ま す 。

◆ 失業等給付に係る保険料率の見直し

失業等給付に係る雇用保険料率の引下げ（改正前 1.0% →改正後 0.8%）が行われます。
（施行：平成 28 年 4 月 1 日）

◆ 育児休業・介護休業等に係る制度の見直し

  多様な家族形態・雇用形態に対応するため
　　（１）育児休業の対象となる子の範囲の拡大（特別養子縁組の監護期間にある子等）
　　（２）育児休業の申出ができる有期契約労働者の要件（1 歳までの継続雇用要件等）の緩和等が行われます。 

　　　　　 （施行：平成 28 年 4 月１日）
  介護離職の防止に向け
　　（１）介護休業の分割取得（3 回まで、計 93 日）
　　（２）所定外労働の免除制度の創設
　　（３）介護休暇の半日単位取得
　　（４）介護休業給付の給付率の引上げ（賃金の 40% → 67％）等が実施されます。
　　　    （施行：平成 29 年 1 月 1 日、介護休業給付の給付率の引上げは平成 28 年 8 月 1 日）

◆ 高年齢者の希望に応じた多様な就業機会の確保および就労環境の整備

65 歳以降に新たに雇用される者も雇用保険の適用対象となります
（保険料の徴収に関しては平成 31 年度分まで免除）。（施行：平成 29 年 1 月 1 日）
シルバー人材センターにおける業務について、都道府県知事が市町村ごとに指定する業種等においては、
派遣・職業紹介に限り週 40 時間までの就業が可能になります。（施行：平成 28 年 4 月 1 日）

◆ 妊娠した労働者等の就業環境の整備

妊娠、出産、育児休業・介護休業等の取得等を理由とする上司・同僚等による就業環境を害する行為を防
止するため、事業主に雇用管理上必要な措置が義務付けられます。（施行：平成 29 年 1 月 1 日）

その他、雇用保険の就職促進給付の拡充（再就職手当の給付率の引上げ等）が予定されていますので、企
業としては今後、規定変更などの実務対応が必要となってきます。
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 第7回 　人事考課の具体的展開

　人事考課を適正に運用できるかどうかは、評価から処遇に至る流れの中で各ステップをうまく実施
できるかどうかにかかっています。本人考課から総合評価のフィードバックに至る人事考課の流れは、
下図の通りです。段階考課である成績考課と合議考課である行動考課は、並行して作業を進行する必
要がありますので、スケジュールの調整には注意が必要です。

　人事考課の結果は、総合評価の形にまとめられ、昇給額の決定および賞与の成績反映部分の決定に
使用されます。

◆昇給への成績考課、行動考課の反映度（例）
　成績考課の結果と行動結果が昇給に反映される比率の一例は右表
の通りです。階層が上になるほど成果を重視し、成績考課の反映度
を大きくするのが一般的です。

◆賞与への成績考課、行動考課の反映度（例）
　賞与では昇給以上に成果が重視され、特に管理職では成績考課の
みで賞与の評価反映部分を決定することもあります。

次回は、人事考課の結果による昇給、賞与における総合評価の決定について説明します。

　 会社の業績アップにつながる人事考課制度（評価制度）をつくる連  載

区分 成績考課 行動考課
管理職 70 30
指導職 60 40
一般職 50 50

区分 成績考課 行動考課
管理職 100 0
指導職 80 20
一般職 70 30

本人考課の実施

成績一次評価の仮判定

〈面談の実施〉
＊成績一次評価の決定とフィードバック

二次（・三次）評価の決定

考課表一式を人事部に提出

評価審議会で総合評価の調整と決定

総合評価を人事部より各部長にフィードバック

部長から被考課者に総合評価のフィードバック
（一次評価者が同席）

被考課者による自己評価の詳細説明
上司による一次仮判定の通知
話し合いによる合意
一次評価の決定＆フィードバック

行動考課（合議）の
評価決定

1
2
3
4
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 第4回 　キャリアアップ助成金

詳しくは、当事務所までお問い合わせください。（申請代行も承ります）

中小企業のための助成金活用法短期
集中連載

有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者など、非正規労働者のキャリアアップに取り組む事
業主を対象としたキャリアアップ助成金を紹介します。

キャリアアップ助成金は、非正規雇用労働者の正規雇用への転換、人材育成、処遇改善などの取
り組みを実施した事業主に対して助成する制度で、次の 6 つのコースが用意されます。（助成額は中
小企業の場合）

助成内容 助成額

１ 正規雇用等
　 転換コース

有期契約労働者を
正規雇用等に転換
または
派遣労働者を直接雇用した場合

①有期→正規：１人当たり 60万円
②有期→無期：１人当たり 30万円
③無期→正規：１人当たり 30万円
※派遣労働者を正規雇用で直接雇用する場合、
　１人当たり 30万円加算

２ 多様な	
　 正社員コース

有期契約労働者等を
・多様な正社員に転換または
  直接雇用等
正規雇用労働者を
・短時間正社員に転換または
  短時間正社員を新たに雇入れ

①有期→多様な正社員：１人当たり 40万円
②無期→多様な正社員：１人当たり 10万円
③多様な正社員→正規：１人当たり 20万円
④正規→短時間正社員、短時間正社員の新規雇入れ
　：１人当たり 20万円
※①②は、勤務地・職務限定正社員制度を新たに 
　規定した場合、1 事業所当たり 10万円加算

３ 人材育成コース

有期契約労働者等に
・一般職業訓練（Off-JT）
・有期実習型訓練（「ジョブ・カー

ド」を活用した Off-JT+OJT）
・中長期的キャリア形成訓練（専

門的・実践的な教育訓練）（Off-
JT）

・育児休業中訓練（Off-JT）を行っ
た場合

Off-JT《１人当たり》
賃金助成：１時間当たり 800円
経費助成：一般職業訓練、有期実習型訓練、
　　　　　育児休業中訓練（育児休業中訓練は訓練
　　　　　経費助成のみ） 　最大 30万円
中長期的キャリア形成訓練　有期実習型訓練後に正
規雇用等に転換された場合　最大 50万円
OJT《１人当たり》
実施助成：１時間当たり 800円

４ 処遇改善コース
すべてまたは一部の有期契約労働
者等の基本給の賃金テーブルを改
定し、2％以上増額させた場合

①すべての賃金テーブル改定：１人当たり３万円
②雇用形態別、職種別等の賃金テーブル改定 
　：１人当たり 1.5 万円

５ 健康管理コース
有期契約労働者等を対象とする

「法定外の健康診断制度」を新た
に規定し、４人以上実施した場合

１事業所当たり 40万円

６ 短時間労働者の	
　 週所定労働時間
　 延長コース

有期契約労働者等の
週所定労働時間を 25 時間未満か
ら 30 時間以上に延長した場合

１人当たり 10万円

　キャリアアップ助成金を活用するためには、申請手続きだけでなく、事前（正社員転換等の１カ
月前まで）にキャリアアップ計画の作成・提出が必要です（人材育成コースの場合は訓練実施計画
届の提出も必要）のでご注意ください。

　また、正規雇用転換コース等は、就業規則の改定なども必要です。
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	 　中小企業がパート・アルバイトを採用するポイント

 第3回 　人材募集に臨む上で注意すべきこと

連  載

最終回は、面接におけるNG集を説明します。

人材を募集するに当たっては、「求める人物像」を明確にすることが大前提となります。

　求める人物像とは、どのようなスペック（資格、経験）の人を採用するかを意味し、求める人物像
を明確にするためには、以下に挙げたポイントを明確にすることが不可欠です。

	 1	 どのような仕事を任せるか？
	 2	 どのような成果を期待しているのか？
	 3	 求めない人物像は？

　以上のうち『 3 』が特に重要です。
　では、求めない人物像を明確にするには、どのようにすれば良いでしょうか？

	 1	 社長が一緒に働きたくない人を 10項目以上挙げる
	 2	 部署の責任者が一緒に働きたくない人を 10項目以上挙げる

　たとえば、挨拶ができない人、向上心がない人…などで、ベストの人材を求めるのではなく、求め
る人物像とは " 違う人 " を消していきます。
　その上で面接に臨みますが、面接は「見極める」と「惹きつける」を同時に行う場です。
　そこで、面接の場の空気をつくるために、次の 3 つのポイントが重要になります。
	
	 • 応募者が「話せるイメージ」を作ってもらう
	 • 面接官が「自己紹介」をする
	 • 応募者の「目を見て」話を聞く

　また、１人では応募者の思考・資質を見抜くことは比較的難しいため、面接官は 2人いることが望
ましいと考えられます。
　面接を実施する際には、STARの視点から掘り下げた質問を通して、実績を確認します。

	 Situation	 状況を確認
	 Task	 状況の中における役割（任務）を確認
	 Action	 役割を実行した際の具体的な行動（工夫）を確認
	 Result	 プロセスを踏まえたうえでの結果を確認

　質問を通して人物像を引き出せるかどうかは面接官次第です。
　ただし、面接では次のような評価者エラーが起きがちなので、注意が必要です。
　面接の質を上げていく中で、より良い人材を採用できるようにしていくことが大切です。
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ストレスチェック結果の労働基準監督署への報告が今年4月からスタート

詳しくは当社ストレスチェックセミナーへご参加ください！
別途ご案内させていただきますので、お気軽にお問い合わせください。

2015 年12 月 か ら 労 働 安 全
衛 生 法 が 改 正 さ れ 、50 人 以 上
の 事 業 所 を 対 象 に ス ト レ ス
チ ェ ッ ク の 実 施 が 義 務 化 さ れ
ま し た。ス ト レ ス チ ェ ッ ク 制
度では、労働基準 監 督 署 へ「 心
理 的 な 負 担 の 程 度 を 把 握 す る
た め の 検 査 結 果 等 報 告 書 」を
提 出 す る こ と が 義 務 付 け ら れ
て お り、4 月1 日 か ら 受 付 が 開
始されます。

ス ト レ ス チ ェ ッ ク は 、常 時
使 用 す る 労 働 者 に 対 し、年 に1
回 定 期 的 に 労 働 者 の ス ト レ ス
の 状 況 に 関 し て 検 査 を 行 い、
本 人 に 検 査 結 果 を 通 知 し て 自
ら の ス ト レ ス に つ い て 気 づ き
を促すもので す 。

ス ト レ ス チ ェ ッ ク 制 度 は、
個 人 の メ ン タ ル リ ス ク 不 調 の
原 因 を 低 減 さ せ、労 働 者 の メ
ン タ ル ヘ ル ス の 不 調 を 未 然 に
防 止 す る こ と を 目 的 と し ま
す。同 時 に、検 査 結 果 を 集 団 ご
とに集計・分析し、職場におけ
る ス ト レ ス 要 因 を 評 価 し て、
職 場 環 境 の 改 善 に つ な げ る こ
と に よ っ て、ス ト レ ス の 原 因
そ の も の を 低 減 す る こ と、職
場 環 境 の 改 善 に つ な げ る こ と
も目的とします。

さ ら に は、メ ン タ ル ヘ ル ス
不 調 の リ ス ク が 高 い 従 業 員 を
早 期 に 発 見 し、医 師 に よ る 面
接 指 導 に つ な げ る こ と で、労

働 者 の メ ン タ ル ヘ ル ス 不 調 を
未 然 に 防 止 す る 仕 組 み も 取 り
入 れ られています。

ス ト レ ス チ ェ ッ ク の 結 果 は
実 施 者 が 直 接 従 業 員 本 人 に 通
知し、本人の同意がない限り会
社 に 提 供 す る こ と は 禁 止 さ れ
ます。結果の通知を受けた従業
員のうち、高ストレス者として
面 接 指 導 が 必 要 と さ れ た 者 か
ら申し出があった場合は、医師
に よ る 面 接 指 導 を 行 う こ と が
会社の義務となります。

面 接 指 導 の 結 果、必 要 が あ
る 場 合 は 就 業 上 の 措 置（ 配
置 転 換、残 業 の 削 減 な ど ）を
講 じ る 必 要 が あ り、ス ト レ ス
チ ェ ッ ク と 面 接 指 導 の 実 施 結
果 は、冒 頭 に 触 れ た と お り、労
働 基 準 監 督 署 に 報 告 す る 必 要
が あ ります。

対象とされる労働者は1 年以
上雇用される（予定を含む）者
で、１週間の労働時間数が通常
の 労 働 者 の ４ 分 の ３ 以 上 で あ
れば対象労働者となります。

会社は平成27 年12 月１日の
施 行 後、１ 年 以 内（ 平 成28 年
11 月30 日 ま で ）に 実 施 す る 必
要があり、労働者は会社が指定
し た 実 施 者 で ス ト レ ス チ ェ ッ
クを受けることになります。

会 社 全 体 の 従 業 員 が50 人
を 超 え る 場 合 で あ っ て も、事
業 所 ご と の 従 業 員 数 が50 人

未 満 で あ れ ば 実 施 義 務 は あ り
ま せ ん。企 業 は 年 に 一 度 の 定
期 健 康 診 断 が 義 務 付 け ら れ て
い ま す が、今 後 は 年 に1 回 の
ス ト レ ス チ ェ ッ ク を 実 施 し、
職 場 の メ ン タ ル ヘ ル ス 対 策 を
行 っ て い く こ と が 会 社 の 義 務
となります。

会 社 の 義 務 と さ れ る 制 度 が
新 た に 加 わ っ た わ け で す が、
メ ン タ ル ヘ ル ス 問 題 に よ る 休
業 者 が 増 え る 企 業 で は 従 業 員
全 体 の 健 康 度 が 下 が っ て お
り、モ チ ベ ー シ ョ ン の 低 下、職
務 効 率 の 悪 化 な ど に よ り、企
業 の 生 産 性 が 低 下 し、将 来 的
に 業 績 が 悪 化 す る、と の 指 摘
もあります。

企 業 と し て は、法 令 順 守 と
い う 受 け 身 の 姿 勢 で 対 応 す る
の で は な く、企 業 業 績 に 直 結
す る 問 題 で あ る と い う 視 点 か
ら む し ろ 前 向 き に 取 り 組 む べ
きだと考えられます。

当 事 務 所 で は、ス ト レ ス
チ ェ ッ ク の 実 施 か ら 面 接 指
導 な ど を パ ッ ケ ー ジ 化 し た 商
品 を 提 供 す る 予 定 で す。リ ー
ズ ナ ブ ル な 価 格 設 定 で、個 人
向 け の フ ィ ー ド バ ッ ク は 見 や
す く 工 夫 さ れ て お り、組 織 へ
の フ ィ ー ド バ ッ ク は 部 署 ご と
の ス ト レ ス 状 況 一 覧 表 に よ っ
て、早 期 の 改 善 を 要 す る 部 署
が一目瞭然です。
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ワタミ事件で注目される『懲罰的慰謝料』とは？

50名以上の事業所にはストレスチェック実施が義務付けられます。

昨年 12 月 8 日に和解が成立し
たワタミ過労自殺損害賠償訴訟
で、『懲罰的慰謝料』が注目を集
めています。

居酒屋「和民」で働いていた
女性従業員が自殺したのは過重
労働が原因であるとして、両親
が運営会社、創業者の渡辺美樹
参院議員などに 1 億 5300 万円の
損害賠償を求めた訴訟（東京地
裁）は、運営会社と渡辺氏らが
自殺の責任を認めて謝罪し、両
親に 1 億 3365 万円を支払うこと
で、提訴からおよそ 2 年で和解
が成立しました。

この和解は、特筆すべき内容
となりました。これまで、日本
では前例がなかった懲罰的（制
裁的）慰謝料が認められたから
です。

従来の過労死・過労自殺に関
する損害賠償請求訴訟では、損
害賠償請求額はどのように算出
されてきたでしょうか。

通常、①死亡による精神的苦
痛に対する慰謝料②死亡しなけ
れば得られたはずの収入を補て
んする遺失利益③葬儀費用―な
どが請求内容となります。

このうち、①については交通
事故裁判例の蓄積によって作成
された裁判基準によって算出さ
れ、独身者が過労死した場合、
慰謝料は 2000 ～ 2500 万円が一
般的とされてきました。また、
②に関しては死亡労働者の基礎

収入から生活費を差し引いた額
に係数を掛けることで算出され
ます。

今回のワタミ事件では、①に
関して懲罰的慰謝料と合わせて
4000 万 円 と さ れ、 こ れ に ② の
7559 万円を加えて算出されまし
た。

従来は被害者の死亡による損
害を原状回復する「補てん」を
基本としてきましたが、ワタミ
事件では損害賠償金に、損害の
回復に加えて違法行為の抑制と
いう目的も持たせたという点が
大きく異なります。

ワタミ事件で原告代理人を務
めた弁護士は「今後、同様の事
件を起こした企業には、司法判
断としても、社会的非難として
も厳しい判断が相次ぐだろう」
とコメントしています。

先進国では長時間労働が厳し
く規制されていますが、過酷な
時間外労働を強いるブラック企
業の存在が社会問題となってい
ます。

厚生労働省が昨年 4 月、東京・
大阪の 2 労働局に過重労働撲滅
特別対策班、通称カトクを設置
し、過重労働問題対策に乗り出
しています。

靴販売チェーン大手 ABC マー
トや大手ディスカウントチェー
ン、ドン・キホーテなどが、カ
トクから違法残業で書類送検さ
れるなど、長時間労働の抑止に

向けた取り締まりを強化してい
ます。

さらに、政府は昨年 7 月 24 日、
過労死等防止対策推進法に基づ
く過労死等防止大綱を閣議決定
しています。過労死の原因を調
査分析することを柱とし、労働
時間の削減、有給休暇取得率の
数値目標などを盛り込んだもの
で、今後 3 年をめどに見直す方
針です。

こうした実情を踏まえ、企業
側には三六協定の締結・届出が
適正になされているか、限度時
間が守られているかを確認する
と同時に、職場全体で長時間労
働削減に取り組む姿勢が求めら
れます。

ワタミ事件においても、和解
の付帯事項として過重労働再発
防止策が盛り込まれ、実労働を
正確に記録する、三六協定の定
めに従い上限を超えた労働を防
止する、労働基準監督署から是
正勧告があった場合は直ちにコ
ンプライアンス委員会に報告す
る―などを取り決めています。

ワタミ事件の和解内容は、今
後の過重労働訴訟のモデルケー
スとなる可能性が高く、企業に
対して長時間労働の是正・見直
しを迫る契機になりそうです。


